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１．人口ビジョンとは 
1-1. 人口ビジョンの位置付け 

日本の総人口は、2008（平成 20）年 12 月の 128,099 千人をピークに減少に転じ、2015（平成

27）年 3 月 1 日現在で 126,896 千人まで減少している。また、国立社会保障・人口問題研究所（以

下、「社人研」という。）の「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」では、今後、人口減少

が加速度的に進んでいくことを見込んでいる。 
世界に先駆けて人口減少・超高齢社会を迎え、「人口減少克服・地方創生」の課題に取り組むた

め、国では、人口の現状や将来の姿、今後目指すべき将来の方向を示した「まち・ひと・しごと

創生長期ビジョン」、将来の方向に向けた今後 5 ヶ年の目標や施策、基本的な方向を示した「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を取りまとめた。 
一方、本町の総人口は、町制が施行された 1955（昭和 30）年の 16,974 人をピークに減少に転

じており、全国平均よりも早く人口減少が始まっている。さらに、東日本大震災及び原発事故災

害による環境の変化が本町の人口動態に影響を及ぼし、人口減少をより深刻化させている。 
2015（平成 27）年 4 月 1 日時点の本町の総人口は 12,032 人(現住人口調査)まで減少しており、

全国的な人口減少傾向と同様に、本町においても人口減少は継続すると予想される。 
人口減少の継続は、将来的な経済規模や生活サービスの縮小・低下を招くおそれがあり、人口

減少に対する的確な施策を集中的かつ持続的に展開していく必要がある。 
「桑折町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（以下、「人口ビジョン」という。）」は、町の人

口の現状を分析し、人口減少に関する認識を町民と共有するとともに、目指すべき将来の方向と

人口の将来展望を示すものである。 
また、本人口ビジョンは、まち・ひと・しごと創生の実現に向けて効果的な施策を企画立案す

るうえで重要な基礎となるものであり、これを踏まえ、今後 5 ヶ年の目標や施策の基本的方向、

具体的な施策を取りまとめた「桑折町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、実行してい

くものである。 
 
 
 
 
 

                        
 

1-2. 人口ビジョンの対象期間 

 本ビジョンの対象期間は、国の長期ビジョンの期間と同様に、2060 年とする。 
 
  

※現住人口調査：国勢調査の結果を基に、毎月の人口移動状況を反映した人口。町村に

おいては、住基人口と比較すると、少なくなる傾向にある。これは、

住民票を町内に残して、町外に居住する大学生等が現住人口では計測

されないことによる。 
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２．人口動向分析 
2-1. 時系列による人口動向分析 

2-1-1. 総人口及び総世帯数の推移 

◆総人口は、1965（昭和 40）年から 1985（昭和 60）年にかけて 15,000 人程度で推移して

いたが、1985（昭和 60）年から減少が加速し、2010（平成 22）年には 12,853 人となっ

ている。 
◆総世帯数は、1965（昭和 40）年では約 3,000 世帯であったが、増加傾向が継続し、2010
（平成 22）年には 4,055 世帯となっている。これは、下記の核家族化の影響と思われる。 

◆世帯構成員数は、1965（昭和 40）年の 5.01 人であったが、核家族化による世帯数の増加

に伴い、2010（平成 22）年には 3.17 人に減少している。 
 

 
                                                 出典：国勢調査 

図 2-1-1 総人口及び総世帯数の推移 

 
出典：国勢調査 

図 2-1-2 世帯構成員数の推移（国勢調査をもとに算出） 

 

表 2-1-1 総人口・総世帯数・世帯構成員数の推移 

 
出典：国勢調査 
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2-1-2. 年齢３区分別人口の推移 

◆年齢 3 区分別人口は、年少人口及び生産年齢人口が減少傾向にある一方、老年人口が増加

傾向にある。 
◆1980（昭和 55）年から 2010（平成 22）年にかけて、年少人口は 3,322 人から 1,547 人

と半減しているのに対し、老年人口は 1,759 人から 3,926 人と 2 倍以上増加している。 
◆老年人口の割合は 2000（平成 12）年に 24.5%に達し、本町は「超高齢社会（老年人口の

割合が 21％を超えた社会）」に入った。その後も割合は上昇し、2010（平成 22）年には

30.5%に達している。 
◆老年人口一人に対する生産年齢人口は、1980（昭和 55）年に 5.58 人であったが、2010
（平成 22）年では 1.88 人となり、高齢者を支える働き手の人数が大きく減少している。 

 

 
出典：国勢調査 

図 2-1-3 年齢 3区分別人口の推移 

出典：国勢調査 
図 2-1-4 年齢 3区分別人口構成比の推移 

 
表 2-1-2 年齢 3区分別人口・構成比の推移 

 
出典：国勢調査 
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2-1-3. 人口ピラミッドの推移 

◆1985（昭和 60）年は、第 1 次・第 2 次ベビーブームの世代である「35～39 歳」「10～14
歳」の人口が多く、人口ピラミッドの形状は「釣鐘型」であった。 

◆1985（昭和 60）年に「0～19 歳」であった世代の人口は、2010（平成 22）年までの 25
年間で半減しており、大学進学や就職等に伴う町外への移転が要因であったと考えられ

る。 
◆少子高齢化が進行する中で、年少人口の減少及び老年人口の増加が継続し、2010（平成

22）年の人口ピラミッドの形状は「つぼ型」へと変化していている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

図 2-1-5 1985（昭和 60）年の人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

図 2-1-6 2010（平成 22）年の人口ピラミッド 

第 2 次ベビーブーム世代 

第 1 次ベビーブーム世代 

第 2 次ベビーブーム世代 

第 1 次ベビーブーム世代 

第 2 次ベビーブーム世代 

第 1 次ベビーブーム世代 

第 2 次ベビーブーム世代 

第 1 次ベビーブーム世代 

釣鐘型 

つぼ型 

25 年で半減 



- 5 - 

2-1-4. 自然動態(出生と死亡)・社会動態(転入と転出) 

◆人口動態計（自然増減・社会増減による人口の変化）は 1987（昭和 62）年以降、常に負

の値をとっている。 
◆自然動態は、出生者数が減少傾向にある一方、死亡者数は増加傾向にある。 
◆出生者数と死亡者数は、1991～1993（平成 3～5）年頃に均衡し、その後は自然減少が継

続しており、2008（平成 20）年以降は死亡者数が出生者数の 2～3 倍まで増加している。 
◆社会動態は、転入・転出者数ともに減少傾向にあるほか、転出数が転入数を上回る年が多

く、転出超過が継続している。なお、近年でも 2002～2004（平成 14～16）は転入超過と

なった。 
◆東日本大震災及び原発事故災害による環境の変化により、2011（平成 23）年から 2012
（平成 24）年にかけて転出超過の傾向が強まったが、近年はその傾向が沈静化している。 

 

出典：福島県現住人口調査年報 
図 2-1-7 人口動態計 

 

出典：福島県現住人口調査年報 
図 2-1-8 自然動態 

出典：福島県現住人口調査年報 
図 2-1-9 社会動態 
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表 2-1-3 自然動態・社会動態 

 

出典：福島県現住人口調査年報 

 
 
2-1-5. 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 

出典：福島県現住人口調査年報 

図 2-1-10 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 
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2-1-6. 合計特殊出生率及び出生数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：福島県提供資料、厚生労働省 人口動態調査、人口動態保健所・市区町村別統計 
図 2-1-11 合計特殊出生率及び出生数 

 

 

 

 

 

 

  

◆本町の合計特殊出生率（一人の女性が一生に産む子どもの平均数）は、1985（昭和 60）
年に 1.83 であったが、2010（平成 22）年では 1.29 となり、減少が継続しているほか、

県の平均値を下回って推移している。 
◆出生数は、合計特殊出生率の減少に伴い減少傾向にあったが、2010（平成 22）年以降は

減少傾向が沈静化している。 

合計特殊出生率は県の平均以下 

出生数減少の沈静化 

合計特殊出生率＝
ある年齢の女性の出生数

ある年齢の女性の数
（これを 15 歳から 49 歳まで合計する） 

※合計特殊出生率：15 歳から 49 歳の各年齢ごとに、とある年の女性 1 人当たりの出生

率を求め、その出生率を合計したもの。つまり、1 人の女性が生涯

に産む子どもの数を表したもの。 
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2-2. 人口移動分析 

2-2-1. 男女別年齢階級別転出入の状況 

◆男性は、｢10～14 歳→15～19 歳｣及び｢15～19 歳→20～24 歳｣において転出超過となって

おり、大学進学や就職等によるものと考えられる。 
◆男性の｢20～24 歳→25～29 歳｣では、転出超過の傾向が緩和されており、大学進学後の就

職のため、町内に戻ってきている可能性が伺えるが、近年では転入と転出が均衡している。 
◆女性は、男性と同様に｢15～19 歳→20～24 歳｣において転出超過になっており、大学進学

や就職等によるものと考えられる。 
◆女性の｢20～24 歳→25～29 歳｣では、男性と異なり転出超過となっており、結婚による町

外転出の可能性が伺えるが、近年ではその傾向は沈静化している。 
◆近年では、男性、女性ともに「50～54 歳→55～59 歳」｢55～59 歳→60～64 歳｣｢60～64
歳→65～69 歳｣｢65～69 歳→70～74 歳｣の転入超過の傾向が強まっており、定年退職後の

U・I・J ターンによる移住を行う者が増加しているものと考えられる。 
 

 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

図 2-2-1 年齢階級別人口移動の推移（男性） 

 

 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

図 2-2-2 年齢階級別人口移動の推移（女性） 
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表 2-2-1 男女別年齢階級別人口移動の推移 

 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

  

性別 年齢
1980年→

1985年

1985年→

1990年

1990年→

1995年

1995年→

2000年

2000年→

2005年

2005年→

2010年

  5～9→10～14 -2 -6 9 8 -6 16

10～14→15～19 -96 -61 -59 -42 -33 -24

15～19→20～24 -118 -134 -176 -119 -118 -134

20～24→25～29 49 5 21 -24 24 -2

25～29→30～34 36 -18 -9 -33 16 -12

30～34→35～39 21 -7 -7 10 4 8

35～39→40～44 5 -25 -11 25 -8 -2

40～44→45～49 2 2 11 10 -2 -7

45～49→50～54 -3 -7 2 -5 -4 -5

50～54→55～59 10 5 11 2 19 20

55～59→60～64 11 4 11 14 16 2

60～64→65～69 2 7 6 8 9 16

65～69→70～74 10 8 17 18 4 17

70～74→75～79 3 13 -3 -11 2 19

75～79→80～84 -11 2 -6 1 12 9

80～84→85～89 -1 5 -8 11 14 15

 　 85～89→90～ -3 2 -4 2 6 3

  5～9→10～14 5 4 -6 4 -5 6

10～14→15～19 64 30 33 -9 -5 1

15～19→20～24 -141 -121 -165 -183 -97 -95

20～24→25～29 -110 -113 -86 -101 -26 -24

25～29→30～34 8 -28 -26 -16 10 -29

30～34→35～39 -5 -3 -3 12 5 10

35～39→40～44 2 -4 1 15 6 -6

40～44→45～49 -5 6 -13 12 -6 -11

45～49→50～54 -19 -6 -14 5 6 3

50～54→55～59 1 19 2 1 14 8

55～59→60～64 -6 2 -6 -3 6 -1

60～64→65～69 6 4 15 7 13 7

65～69→70～74 8 6 15 22 18 -6

70～74→75～79 -3 8 12 4 5 16

75～79→80～84 -2 16 3 8 6 3

80～84→85～89 -3 15 0 -1 9 8

 　 85～89→90～ -10 0 -1 5 10 26

転出超過の多い世代 転入超過の多い世代

男

性

女
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2-2-2. 年齢 3 区分別転出入の状況 

◆東日本大震災及び原発事故災害による環境の変化により、男性、女性ともに 2011（平成

23）年から 2012（平成 24）年にかけて転出超過となり、特に生産年齢人口の転出が多く

なっていたが、2013（平成 25）年以降、その傾向は沈静化している。これは、震災等影

響による転出の沈静化等によるものと考えられる。 

 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

図 2-2-3 年齢 3区分別人口移動の状況（総数） 

 

 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

図 2-2-4 年齢 3区分別人口移動の状況（左：男性、右：女性） 
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2-2-3. 地域ブロック別転出入の状況 

◆主要な転入元及び転出先が福島市であるほか、県内の他市町村との転入・転出が大半を占

めている。 
◆2012（平成 24）年では関東圏への転出超過が確認されるが、2014（平成 26）年以降は転

入超過となっており、進学や就職、震災による避難等を目的とした関東圏への転出超過傾

向が沈静化している。 
◆2014（平成 26）年の転出入の状況を年齢 3 区分にみると、各年代ともに主要な転入元及

び転出先が福島市や県内他市町村となっているが、20～59 歳では関東圏との転入・転出

が多くなっている。  

 
出典：住民基本台帳人口移動報告 

図 2-2-5 2012（平成 24）年の地域ブロック別人口移動の状況 

 

 
出典：住民基本台帳人口移動報告 

図 2-2-6 2014（平成 26）年の地域ブロック別人口移動の状況  
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出典：住民基本台帳人口移動報告 

図 2-2-7 2014（平成 26）年の地域ブロック別人口移動の状況（0～19 歳） 
 

 
出典：住民基本台帳人口移動報告 

図 2-2-8 2014（平成 26）年の地域ブロック別人口移動の状況（20～59 歳） 
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出典：住民基本台帳人口移動報告 

図 2-2-9 2014（平成 26）年の地域ブロック別人口移動の状況（60歳以上） 
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2-2-4. 通勤・通学の状況 

【通勤】 

◆町内就業率は 1990（平成 2）年に 58.3%を占めていたが、町内在住者が町外へ通勤する

割合が増加し、2010（平成 22）年では 48.6%まで低下した。 
◆町外の主要な通勤先は福島市であるほか、隣接する伊達市、国見町が大半を占めており、

本町に通勤している者の主要な居住地も同様の傾向である。なお、伊達市・国見町からの

通勤は流入超過となっている。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国勢調査 
図 2-2-10 1990（平成 2）年の通勤流動 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国勢調査 
図 2-2-11 2010（平成 22）年の通勤流動  
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出典：国勢調査 
図 2-2-12 1990（平成 2）年の通学流動 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国勢調査 
図 2-2-13 2010（平成 22）年の通学流動 

 

  

【通学】 

◆町内通学率が 1990（平成 2）年と 2010（平成 22）年で変化はなく、いずれも約 12%と

なっている。 
◆町外の主要な通学先は福島市であり、町内通学者の約半数が通学している。 
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2-3. 雇用や就労等に関する分析 

2-3-1. 産業別就業人口（桑折町民がどの産業で働いているか） 

◆総就業人口は、総人口と同様に、1985（昭和 60）年から減少が加速し、2010（平成 22）
年には 6,382 人となっている。 

◆第 1 次産業就業人口は、1960（昭和 35）年では 4,239 人（54.5%）であったが、減少が

継続し、2010（平成 22）年には 944 人（14.8%）まで減少している。 
◆第 2 次産業就業人口は、1990（平成 2）年の 3,228 人（41.8%）をピークに減少に転じ、

2010（平成 22）年には 1,865 人（29.2%）まで減少している。 
◆第 3 次産業就業人口は、1995（平成 7）年まで増加傾向にあったが、その後は 3,500 人程

度で推移している。 

 

出典：国勢調査 
図 2-3-1 産業別就業人口の推移（分類不能を除く） 

 

表 2-3-1 産業別就業人口の推移 

 
出典：国勢調査 
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2-3-2. 男女別産業別就業人口

◆2010（平成 22）年における男性の産業別就業人口は、製造業、サービス業、農業、卸売・

小売業・飲食業が多くなっており、特に製造業及び農業の就業率は全国・福島県と比較し

て高く、特徴的な雇用の場となっている。 
◆1985（昭和 60）年及び 2010（平成 22）年の産業別就業人口を比較すると、製造業及び

農業は 25～35%程度減少している。 
◆2010（平成 22）年における女性の産業別就業人口は、サービス業、製造業、卸売・小売

業・飲食業、農業が多くなっており、男性と同様に、製造業及び農業の就業率が全国・福

島県と比較して高い。 
◆1985（昭和 60）年及び 2010（平成 22）年の産業別就業人口を比較すると、製造業及び

農業は 45～60%程度減少している一方、サービス業は 2 倍以上増加している。 
 

 
出典：国勢調査 

図 2-3-2 2010（平成 22）年の産業別就業率（男性） 

 

表 2-3-2 1985（昭和 60）年・2010（平成 22）年の産業別就業人口と就業率（男性） 

 
出典：国勢調査 
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出典：国勢調査 

図 2-3-3 1985（昭和 60）年・2010（平成 22）年の産業別就業人口（男性） 
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出典：国勢調査 

図 2-3-4 2010（平成 22）年の産業別就業率（女性） 

 

表 2-3-3 1985（昭和 60）年・2010（平成 22）年の産業別就業人口と就業率（女性） 

 
    出典：国勢調査 

 
出典：国勢調査 

図 2-3-5 1985（昭和 60）年・2010（平成 22）年の産業別就業人口（女性） 
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1985（昭和60）年　桑折町 649 - - - 50 1,412 5 29 575 62 4 566 51 19

2010（平成22）年　桑折町 357 0 - 2 58 585 4 44 483 51 13 1,180 45 28

2010（平成22）年　桑折町 12.5% 0.0% - 0.1% 2.0% 20.5% 0.1% 1.5% 16.9% 1.8% 0.5% 41.4% 1.6% 1.0%
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2-3-3. 男女別の年齢階級別産業別就業人口 

◆就業人口における 65 歳以上の割合は、男性、女性ともに 1985（昭和 60）年から増加し、

2010（平成 22）年で男性が 18.6%、女性が 12.4%となっている。 
◆本町の主要な雇用の場となっている農業及び製造業についても同様に、男性、女性ともに

高齢化が進行している。特に農業は、就業人口における 65 歳以上の割合が男性で 61.4%、

女性で 56.3%となり、今後の高齢化の進行により、急速に就業人口が減少する恐れがある。 
◆一方、製造業は、高齢化が進行しているものの他の産業と比較して 65 歳以上の割合が低

くなっている。 

 
出典：国勢調査 

図 2-3-6 1985（昭和 60）年の年齢階級別産業人口割合（男性） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：国勢調査 

図 2-3-7 2010（平成 22）年の年齢階級別産業人口割合（男性）  
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出典：国勢調査 

図 2-3-8 1985（昭和 60）年の年齢階級別産業人口割合（女性） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

図 2-3-9 2010（平成 22）年の年齢階級別産業人口割合（女性） 
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2-3-4. 男女別産業別従業人口（桑折町内勤務者はどの産業で働いているか） 

 ※桑折町内勤務者＝桑折町内の事業所で働く人。町外からの通勤者も含む。 
◆産業別従業人口は、男性、女性ともに製造業が最も多く、桑折工業団地等を中心とした、

本町の主要産業であることが伺える。 
◆1990（平成 2）年から 2010（平成 22）年にかけて、製造業の男性従業人口は約 10%減少

しているが、女性従業人口は半減している。 
◆町のもう一つの基幹産業である農業の従業人口は、男性、女性ともに多いが、1990（平

成 2）年から 2010（平成 22）年にかけて 20～30%減少している。 
 

 
出典：国勢調査 

図 2-3-10 1990（平成 2）年・2010（平成 22）年の産業別従業人口（男性） 

 

表 2-3-4 1990（平成 2）年・2010（平成 22）年の産業別従業人口（男性） 

 
出典：国勢調査 
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[単位：人]

年次 1990 2010 変化率

農業 740 591 79.9%

林業 0 4 -

漁業 1 0 0.0%

鉱業 1 2 200.0%

建設業 462 293 63.4%

製造業 1,477 1,340 90.7%

電気・ガス・熱供給・水道業 13 13 100.0%

運輸・通信業 256 216 84.4%

卸売・小売業，飲食店 426 246 57.7%

金融・保険業 47 24 51.1%

不動産業 8 18 225.0%

サービス業 353 478 135.4%

公務（他に分類されないもの） 141 148 105.0%

分類不能の産業 1 41 4100.0%

桑折工業団地を中心

とした町の主要産業 

20%減少 
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出典：国勢調査 

図 2-3-11 1990（平成 2）年・2010（平成 22）年の産業別従業人口（女性） 

 

表 2-3-5 1990（平成 2）年・2010（平成 22）年の産業別従業人口（女性） 

 
出典：国勢調査 
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電気・ガス・熱供給・水道業 - 1 -

運輸・通信業 39 30 76.9%

卸売・小売業，飲食店 453 300 66.2%

金融・保険業 27 39 144.4%

不動産業 6 9 150.0%

サービス業 342 719 210.2%

公務（他に分類されないもの） 38 34 89.5%

分類不能の産業 - 27 -

30%減少 

女性の雇用

が半減 



- 24 - 

３. 将来人口の推計と分析 
3-1. 将来人口の推計 

3-1-1. 将来人口推計の方法 

◆将来人口の推計は、｢コーホート要因法｣を用いる。 
◆コーホート要因法とは、ある年の男女別年齢別人口を基準とし、人口動態や移動に関する

仮定値を当てはめ、将来人口を推計する方法である。 
◆男女別年齢別人口の基準年は、近年の人口動態を反映するため、福島県に準拠し「2015
（平成 27）年 10 月 1 日」とする。 

◆5 歳以上の人口は｢生残率｣「純移動率」を、0～4 歳人口はこれらに加えて「子ども女性比

（出生率の代替指標）」「0～4 歳性比（出生者の男女比）」を仮定値に用い推計する。 
◆基準年以外の各仮定値は、2013（平成 25）年に社人研が公表した「日本の地域別将来推

計人口」の算定方法を基本とすることとし、本推計を｢基準推計｣とする。 
◆将来人口は基準推計のほか、日本創成会議による推計方法に準拠した｢参考推計｣も実施す

る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-1-1 将来人口推計のフローチャート 

 

表 3-1-1 将来人口の推計ケース 

 

 

 

  

名称 特徴 概要

基準推計 社人研による推計に準拠

移動：2005～2010年の国勢調査に基づいて算出された移動率が、2015～2020年までに定

　　　率で0.5倍に縮小し、その後は一定になると仮定。ただし、東日本大震災による

　　　転出超過がみられた福島県は、超過流出傾向である移動率が2020年までに解消す

　　　ると仮定

参考推計 日本創成会議による推計に準拠

移動：基準推計で推計された2010～2015年の移動率がその後も縮小せず、概ね同水準で

　　　推移すると仮定。ただし、2020年までの移動率は基準推計と同様に、超過流出傾

　　　向が解消すると仮定

基準年（t）における男女別年齢別人口 

2015（平成 27）年 10月 1日の人口（推計値）時点 

年齢 5歳以上の 

t+5 年の男女別年齢別人口 

t+5 年の男女別 0～4歳人口 

t+5 年の男女別年齢別人口の確定 

・将来の生残率 

・将来の純移動率 

・将来の子ども女性比 

・将来の 0～4歳性比 

目標年次まで繰り返し 



- 25 - 

3-1-2. 2015（平成 27）年 10 月 1 日時点の男女別年齢別人口の推計 

◆2015（平成 27）年 10 月 1 日時点の男女別年齢別人口は、「福島県の推計人口 （福島県

現住人口調査結果）」及び「平成 22 年国勢調査人口」を基に推計する。 
◆推計手順は以下のとおりである。 
 ①2015（平成 27）年 1～7 月の男女別 5 歳階級別人口のうち、｢年齢不詳人口｣を最も多

い年齢階級に加える。 
 ②各月の人口変化率及び 2015（平成 27）年の平均人口変化率を算出する。 
 ③7 月 1 日時点の男女別 5 歳階級別人口及び平均人口変化率を基に、平成 27 年 10 月 1

日時点の男女別 5 歳階級別人口を推計する。 
 ④平成 22 年国勢調査人口の「85～89 歳」及び「90 歳以上」の人口構成比を基に、2015

（平成 27）年時点の「85～89 歳」及び「90 歳以上」の各人口を推計する。 
◆推計の結果、2015（平成 27）年 10 月 1 日時点の総人口は 11,988 人（男性：5,668 人、

女性：6,320 人）となった。 
 

表 3-1-2 推計結果

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

[単位：人]

総数 0～4歳 5～9歳 10～ 15～ 20～ 25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～ 70～ 75～ 80～ 85～ 90歳

14歳 19歳 24歳 29歳 34歳 39歳 44歳 49歳 54歳 59歳 64歳 69歳 74歳 79歳 84歳 89歳 以上

男 5,668 183 215 269 297 245 198 241 345 365 327 358 363 466 545 420 304 267 185 75

女 6,320 192 226 270 298 220 201 262 332 348 329 363 411 523 523 430 400 436 358 198

計 11,988 375 441 539 595 465 399 503 677 713 656 721 774 989 1,068 850 704 703 543 273

10月

推計

項目
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【2015（平成 27）年 10月 1 日時点の人口推計過程】 

 
⓪2015（平成 27）年 1～7月の各月における男女別年齢 5歳階級別人口を整理する。 

 
 

 

①男性の年齢不明（1人）を、最も人口の多い階級（1～2月：60～64 歳、3～6月：65～69 歳）に加える。 

 
 

 

②1 カ月の男女別年齢 5歳階級別人口変化率の平均値を算出する。 

 
 

 

③7 月時点データに平均変化率の 3乗を乗じ、10 月時点データを推計する。 

 
 

 

④平成 22 年国勢調査 5 歳階級別データの人口構成比を基に、「85～89 歳（男性：71.3%、女性：64,4%）」「90

歳以上（男性：28.7%、女性：35.6%）」の各人口を推計する。 

 

[単位：人]

総数 0～4歳 5～9歳 10～ 15～ 20～ 25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～ 70～ 75～ 80～ 85歳 年齢

14歳 19歳 24歳 29歳 34歳 39歳 44歳 49歳 54歳 59歳 64歳 69歳 74歳 79歳 84歳 以上 不明

男 5,677 184 216 269 299 241 203 249 344 366 323 358 369 479 522 427 309 266 252 1

女 6,336 190 229 265 297 223 211 265 332 349 329 367 411 528 514 432 405 435 554 0

男 5,683 187 215 270 298 239 202 254 344 364 326 355 374 483 517 429 310 266 249 1

女 6,333 187 232 258 302 214 213 268 332 350 325 367 416 523 513 436 408 430 559 0

男 5,693 187 212 271 303 233 204 262 342 371 322 360 373 484 513 432 309 268 246 1

女 6,342 193 232 262 299 211 218 268 329 355 320 372 414 525 512 433 410 434 555 0

男 5,692 187 216 271 302 233 207 260 339 372 323 354 378 485 506 438 306 272 242 1

女 6,340 189 232 260 303 208 226 264 329 353 320 374 417 523 504 436 413 430 559 0

男 5,695 186 215 274 298 241 214 261 338 372 319 350 386 483 501 437 307 272 240 1

女 6,347 188 230 259 293 225 230 267 324 354 322 381 408 524 504 438 413 432 555 0

男 5,701 189 216 273 300 238 217 265 339 370 315 354 385 494 489 435 317 268 236 1

女 6,361 190 230 257 295 230 230 268 329 352 330 373 409 526 510 433 411 436 552 0

男 5,704 186 219 270 304 233 214 265 342 368 315 359 381 505 480 441 319 265 237 1

女 6,380 187 236 256 295 231 232 271 333 352 330 376 411 538 496 436 415 434 551 0

項目

1月

7月

6月

5月

4月

3月

2月

[単位：人]

総数 0～4歳 5～9歳 10～ 15～ 20～ 25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～ 70～ 75～ 80～ 85歳

14歳 19歳 24歳 29歳 34歳 39歳 44歳 49歳 54歳 59歳 64歳 69歳 74歳 79歳 84歳 以上

男 5,677 184 216 269 299 241 203 249 344 366 323 358 369 479 523 427 309 266 252

女 6,336 190 229 265 297 223 211 265 332 349 329 367 411 528 514 432 405 435 554

男 5,683 187 215 270 298 239 202 254 344 364 326 355 374 483 518 429 310 266 249

女 6,333 187 232 258 302 214 213 268 332 350 325 367 416 523 513 436 408 430 559

男 5,693 187 212 271 303 233 204 262 342 371 322 360 373 484 514 432 309 268 246

女 6,342 193 232 262 299 211 218 268 329 355 320 372 414 525 512 433 410 434 555

男 5,692 187 216 271 302 233 207 260 339 372 323 354 378 485 507 438 306 272 242

女 6,340 189 232 260 303 208 226 264 329 353 320 374 417 523 504 436 413 430 559

男 5,695 186 215 274 298 241 214 261 338 372 319 350 386 483 502 437 307 272 240

女 6,347 188 230 259 293 225 230 267 324 354 322 381 408 524 504 438 413 432 555

男 5,701 189 216 273 300 238 217 265 339 370 315 354 385 495 489 435 317 268 236

女 6,361 190 230 257 295 230 230 268 329 352 330 373 409 526 510 433 411 436 552

男 5,704 186 219 270 304 233 214 265 342 368 315 359 381 506 480 441 319 265 237

女 6,380 187 236 256 295 231 232 271 333 352 330 376 411 538 496 436 415 434 551

項目

7月

6月

5月

4月

3月

2月

1月

0～4歳 5～9歳 10～ 15～ 20～ 25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～ 70～ 75～ 80～ 85歳

14歳 19歳 24歳 29歳 34歳 39歳 44歳 49歳 54歳 59歳 64歳 69歳 74歳 79歳 84歳 以上

男 0.984 1.005 0.996 1.003 1.008 1.005 0.980 1.000 1.005 0.991 1.008 0.987 0.992 1.010 0.995 0.997 1.000 1.012

女 1.016 0.987 1.027 0.983 1.042 0.991 0.989 1.000 0.997 1.012 1.000 0.988 1.010 1.002 0.991 0.993 1.012 0.991

男 1.000 1.014 0.996 0.983 1.026 0.990 0.969 1.006 0.981 1.012 0.986 1.003 0.998 1.008 0.993 1.003 0.993 1.012

女 0.969 1.000 0.985 1.010 1.014 0.977 1.000 1.009 0.986 1.016 0.987 1.005 0.996 1.002 1.007 0.995 0.991 1.007

男 1.000 0.981 1.000 1.003 1.000 0.986 1.008 1.009 0.997 0.997 1.017 0.987 0.998 1.014 0.986 1.010 0.985 1.017

女 1.021 1.000 1.008 0.987 1.014 0.965 1.015 1.000 1.006 1.000 0.995 0.993 1.004 1.016 0.993 0.993 1.009 0.993

男 1.005 1.005 0.989 1.013 0.967 0.967 0.996 1.003 1.000 1.013 1.011 0.979 1.004 1.010 1.002 0.997 1.000 1.008

女 1.005 1.009 1.004 1.034 0.924 0.983 0.989 1.015 0.997 0.994 0.982 1.022 0.998 1.000 0.995 1.000 0.995 1.007

男 0.984 0.995 1.004 0.993 1.013 0.986 0.985 0.997 1.005 1.013 0.989 1.003 0.976 1.027 1.005 0.968 1.015 1.017

女 0.989 1.000 1.008 0.993 0.978 1.000 0.996 0.985 1.006 0.976 1.021 0.998 0.996 0.988 1.012 1.005 0.991 1.005

男 1.016 0.986 1.011 0.987 1.021 1.014 1.000 0.991 1.005 1.000 0.986 1.010 0.978 1.019 0.986 0.994 1.011 0.996

女 1.016 0.975 1.004 1.000 0.996 0.991 0.989 0.988 1.000 1.000 0.992 0.995 0.978 1.028 0.993 0.990 1.005 1.002

男 0.998 0.998 0.999 0.997 1.006 0.991 0.990 1.001 0.999 1.004 1.000 0.995 0.991 1.014 0.995 0.995 1.001 1.010

女 1.003 0.995 1.006 1.001 0.995 0.984 0.996 1.000 0.999 1.000 0.996 1.000 0.997 1.006 0.998 0.996 1.000 1.001

1月⇒2月

平均

項目

6月⇒7月

5月⇒6月

4月⇒5月

3月⇒4月

2月⇒3月

[単位：人]

総数 0～4歳 5～9歳 10～ 15～ 20～ 25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～ 70～ 75～ 80～ 85歳

14歳 19歳 24歳 29歳 34歳 39歳 44歳 49歳 54歳 59歳 64歳 69歳 74歳 79歳 84歳 以上

男 5,668 183 215 269 297 245 198 241 345 365 327 358 363 466 545 420 304 267 260

女 6,320 192 226 270 298 220 201 262 332 348 329 363 411 523 523 430 400 436 556

計 11,988 375 441 539 595 465 399 503 677 713 656 721 774 989 1,068 850 704 703 816

10月

推計

項目

[単位：人]

総数 0～4歳 5～9歳 10～ 15～ 20～ 25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65～ 70～ 75～ 80～ 85～ 90歳

14歳 19歳 24歳 29歳 34歳 39歳 44歳 49歳 54歳 59歳 64歳 69歳 74歳 79歳 84歳 89歳 以上

男 5,668 183 215 269 297 245 198 241 345 365 327 358 363 466 545 420 304 267 185 75

女 6,320 192 226 270 298 220 201 262 332 348 329 363 411 523 523 430 400 436 358 198

計 11,988 375 441 539 595 465 399 503 677 713 656 721 774 989 1,068 850 704 703 543 273

10月

推計

項目
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3-1-2. 基準推計と参考推計の総人口の比較 

◆基準推計（社人研推計準拠）は 2035 年に 10,000 人を下回り、2040 年には 8,661 人、2060
年には 6,187 人まで減少する。 

◆参考推計（日本創成会議推計準拠）は 2030 年に 10,000 人を下回り、2040 年には 8,257
人まで減少する。 

◆2040 年時点で、参考推計は基準推計より約 400 人少ないことから、今後、現在の移動率

（2010～2015 年の 5 年間の推計値）が同水準で推移すると、より深刻な人口減少をもた

らすと考えられる。 
 

  
図 3-1-2 基準推計と参考推計の総人口 

 

表 3-1-3 基準推計と参考推計の総人口

 
 
  

11,988
11,544

10,795
10,069

9,358
8,661

7,979
7,343

6,745
6,187

11,545
10,704

9,881
9,067

8,257

0

5,000

10,000

15,000

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

基準推計 参考推計

［年］

[人]

[単位：人]

年次 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

基準推計 11,988 11,544 10,795 10,069 9,358 8,661 7,979 7,343 6,745 6,187

参考推計 11,988 11,545 10,704 9,881 9,067 8,257 - - - -

移動率を縮小させた場合 

移動率を現在と同水準にした場合 
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3-1-3. 基準推計における人口減少段階の分析 

◆人口減少は、第 1 段階から第 3 段階の 3 つの段階を経て進行するとされており、この段階

を人口減少段階という。 
 ・第 1 段階：老年人口の増加 
 ・第 2 段階：老年人口の維持・微減（ピーク時からの減少率が 10 ポイント未満） 
 ・第 3 段階：老年人口の減少（ピーク時からの減少率が 10 ポイント以上） 
◆本町は、2015（平成 27）年時点で第 1 段階に該当し、2020 年には老年人口がピークに達

して第 2 段階を迎える。なお、国については 2040 年頃に第 2 段階に入るとされており、

国よりも約 20 年早く老年人口が減少に転じることになる。 
◆2020 年以降、老年人口の減少は継続し、2035 年から第 3 段階を迎える。 

 

 

図 3-1-3 人口の減少段階 

 

表 3-1-4 人口の減少段階 

 
※2015 年を 100 としている。 
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0

20

40

60

80

100

120

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

総人口 年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

[年]

[単位：人]

年次 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

年少人口（0～14歳） 100 89 79 73 68 63 59 54 48 43

生産年齢人口（15～64歳） 100 92 85 78 73 66 59 55 52 48

老年人口（65歳以上） 100 105 101 96 90 86 81 74 66 60

総人口 100 96 90 84 78 72 67 61 56 52

第２段階 

 

老年人口維持・微減 

第３段階 

 

老年人口減少 

減少に転じる 

10 ポイント以上減少 

減少が継続 

第 1段階 

 

老年人口 

増加 
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3-2. 将来人口に影響を及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

3-2-1. シミュレーションの概要 

◆将来人口に及ぼす自然増減と社会増減の影響度を分析するため、将来人口推計における基

準推計（社人研推計準拠）を基に、シミュレーションを行う。 
◆シミュレーションは、以下の 2 ケースとする。 

 

表 3-2-1 シミュレーションの概要 

 

 

 

3-2-2. 自然増減と社会増減の影響度の分析 

◆自然増減の影響度、社会増減の影響度を分析した結果、前者(自然増減)の影響度は 3、後

者(社会増減)の影響度は 2 となった。 
◆自然増減・社会増減双方の影響を受けていることから、出生率の上昇及び社会増の促進策

に取組むことが人口減少の抑制に効果的であると考えられる。 
 

表 3-2-2 自然増減・社会増減の影響度 

   

名称 特徴 概要

シミュレーション１
基準推計の出生

に関する仮定のみを変える
　出生：合計特殊出生率が2030年までに人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定

シミュレーション２
基準推計の出生及び移動

に関する仮定のみを変える

  出生：合計特殊出生率が2030年までに人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定

  移動：移動率がゼロ（均衡）で推移すると仮定

分析名 自然増減の影響度 社会増減の影響度

分析できるもの

出生の影響度

→値が大きいほど、出生の影響度が大きい

（現在の出生率が低い）ことを意味する

移動の影響度

→値が大きいほど、人口移動の影響度が大きい

（現在の転出超過が大きい）ことを意味する

比較対象
基準推計（社人研推計準拠）

とシミュレーション１

シミュレーション１

とシミュレーション２

考え方
シミュレーション１の2040年の総人口

基準推計の2040年の総人口

シミュレーション２の2040年の総人口

シミュレーション１の2040年の総人口

分析結果
　　　　　　　9,169

　　　　　　　8,661

　　　　　　9,596

　　　　　　9,169

５段階評価

　　　　　　１：100%未満（注１）

　　　　　　２：100%以上105%未満

　　　　　　３：105%以上110%未満

　　　　　　４：110%以上115%未満

　　　　　　５：115%以上

　　　　　　１：100%未満（注２）

　　　　　　２：100%以上110%未満

　　　　　　３：110%以上120%未満

　　　　　　４：120%以上130%未満

　　　　　　５：130%以上

影響度 3 2

備考

（注１）

「１：100%未満」には、基準推計（社人研推計

準拠）の将来の合計特殊出生率に換算した仮定

値が、本推計で設定した「平成42年までに人口

置換基準（2.1）」を上回っている市町村が該

当

（注２）

「１：100%未満」には、基準推計（社人研推計

準拠）の将来の純移動率の仮定値が、転入超過

基調となっている市町村が該当

×100=105.9[%] ×100=104.7[%]
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3-2-3. 総人口の分析 

◆シミュレーション 1 は 2035 年に 10,000 人を下回り、2060 年には 7,220 人まで減少する。 
◆シミュレーション 2 は 2040 年に 10,000 人を下回り、2060 年には 8,291 人まで減少する。 
◆2060 年時点の基準推計（社人研推計準拠）と各シミュレーションを比較すると、出生率

を上昇させたシミュレーション 1 が約 1,000 人、出生率の上昇（2.1）及び人口移動を均

衡させたシミュレーション 2 が約 2,000 人多くなる。 
  

 

図 3-2-1 基準推計とシミュレーションの総人口 

 

表 3-2-3 基準推計とシミュレーションの総人口 
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8,661
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11,556
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10,310
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8,616
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10,013
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9,205

8,856 8,547 8,291

0

5,000

10,000

15,000

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

基準推計 シミュレーション１ シミュレーション２

［年］

[人]

[単位：人]

年次 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

基準推計 11,988 11,544 10,795 10,069 9,358 8,661 7,979 7,343 6,745 6,187

シミュレーション１ 11,988 11,556 10,893 10,310 9,732 9,169 8,616 8,108 7,641 7,220

シミュレーション２ 11,988 11,401 10,883 10,447 10,013 9,596 9,205 8,856 8,547 8,291

概要 

【基準推計】 

移動率縮小後、一定にする 

【シミュレーション１】 

合計特殊出生率を上げる ⇒ 基準推計＋1,000（人） 

【シミュレーション２】 

合計特殊出生率を上げ、移動率をゼロにする ⇒ 基準推計＋2,000（人） 
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3-2-4. 人口構造の分析 

◆基準推計（社人研推計準拠）では「0-14 歳人口」「15-64 歳人口」の減少率が 35～40％程

度となっている。 
◆シミュレーション 1・2 では「0-14 歳人口」の減少率が比較的低く、特に「0-4 歳人口」

はいずれも 10%以上増加している。 
◆「20-39 歳女性人口」は、他のケースと比較して、シミュレーション 2 の減少率が低いこ

とから、女性の移動率が人口減少の抑制に寄与している。 
 

表 3-2-4 基準推計とシミュレーションの人口構造 

  

 

 

 

 

 

※( )内は、2015 年推計値からの変化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

[単位：人]

うち0-4歳人口

2015年 11,988 1,355 375 6,492 4,141 1,015

8,661 857 273 4,258 3,546 747

(-27.8%) (-36.8%) (-27.1%) (-34.4%) (-14.4%) (-26.4%)

9,169 1,273 414 4,349 3,546 752

(-23.5%) (-6.0%) (10.4%) (-33.0%) (-14.4%) (-25.9%)

9,596 1,422 473 4,713 3,461 870

(-20.0%) (4.9%) (26.2%) (-27.4%) (-16.4%) (-14.2%)

2040年

20-39女性人口項目 総人口
0-14歳人口

15-64歳人口 65歳以上人口

推計値

   基準推計

シミュレーション１

シミュレーション２
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3-2-5. 年齢層別人口比率の変化（長期推計） 

【年少人口（0～14歳）】 

◆基準推計（社人研推計準拠）は、2025 年以降 10%前後で推移している。 
◆シミュレーション 1 は、出生率の上昇により 2020 年から 2045 年まで増加し、2045 年以

降は 14.3%前後で推移している。 
◆シミュレーション 2 は、出生率の上昇及び人口移動の均衡により 2020 年から 2045 年ま

で増加し、2045 年以降は 15.5%前後で推移している。 
【生産年齢人口（15～64 歳）】 

◆基準推計（社人研推計準拠）は、2045 年の 48.0%を下限とし、2060 年に 50.3%まで上昇

する。 
◆シミュレーション 1 は、基準人口を下回って推移し 2045 年に 47.0%となり、その後出生

率の上昇により、2060 年に 51.1%まで上昇する。 
◆シミュレーション 2 は、2040 年の 49.1%を下限とし、その後出生率の上昇及び人口移動

の均衡により 2060 年に 55.0%まで上昇する。 
【老年人口（65 歳以上）】 

◆基準推計（社人研推計準拠）は、2045 年の 42.0%をピークに減少に転じている。 
◆シミュレーション 1 は、2020 年から 2050 年まで 38％前後で推移し、出生率の上昇によ

る老年人口比率の抑制効果により、2045 年以降は減少している。 
◆シミュレーション 2 は、2025 年の 37.3%をピークに緩やかに減少を始め、出生率の上昇

及び人口移動の均衡による老年人口比率の抑制効果により、2045 年以降は減少幅が大き

くなっている。 

 

図 3-2-2 年少人口比率の長期推計 
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［年］

［％］

基準推計：2025 年以降、10%前後で推移 

シミュレーション１：2045 年以降、14.3%前後で推移 

シミュレーション２：2045 年以降、15.5%前後で推移 
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図 3-2-3 生産年齢人口比率の長期推計 

 

図 3-2-4 老年人口比率の長期推計 

 

表 3-2-5 年齢３区分別人口比率 
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［年］
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34.5

37.8
38.9 39.6 39.9

40.9
42.0 41.6

40.2 40.3

37.8 38.5 38.7 38.4 38.7 38.9
37.6

35.5
34.637.0 37.3 37.2 36.4 36.1 35.5

33.7

31.1
29.5

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

基準推計 シミュレーション１ シミュレーション２

［年］

［％］

基準推計：2045 年まで増加し、その後減少 

シミュレーション１：2045 年から減少 

シミュレーション２：2045 年から大幅に減少 

基準推計：2045 年まで減少し、その後 2.3%増加 

シミュレーション１：2045 年まで減少し、その後 4.1%増加 

シミュレーション２：2040 年まで減少し、その後 5.9%増加 

[単位：人]

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

11,988 11,544 10,795 10,069 9,358 8,661 7,979 7,343 6,745 6,187

11.3% 10.5% 9.9% 9.9% 9.8% 9.9% 10.0% 10.0% 9.7% 9.4%

54.2% 51.7% 51.2% 50.5% 50.3% 49.2% 48.0% 48.4% 50.1% 50.3%

34.5% 37.8% 38.9% 39.6% 39.9% 40.9% 42.0% 41.6% 40.2% 40.3%

75歳以上人口比率 18.5% 20.5% 23.5% 25.9% 26.5% 26.7% 26.3% 27.3% 28.4% 28.0%

11,988 11,556 10,893 10,310 9,732 9,169 8,616 8,108 7,641 7,220

11.3% 10.6% 10.8% 12.0% 13.1% 13.9% 14.2% 14.4% 14.3% 14.3%

54.2% 51.7% 50.7% 49.3% 48.5% 47.4% 47.0% 48.0% 50.1% 51.1%

34.5% 37.8% 38.5% 38.7% 38.4% 38.7% 38.9% 37.6% 35.5% 34.6%

75歳以上人口比率 18.5% 20.5% 23.3% 25.3% 25.5% 25.2% 24.4% 24.7% 25.1% 24.0%

11,988 11,401 10,883 10,447 10,013 9,596 9,205 8,856 8,547 8,291

11.3% 10.5% 11.0% 12.4% 13.8% 14.8% 15.3% 15.6% 15.6% 15.5%

54.2% 52.5% 51.7% 50.4% 49.8% 49.1% 49.2% 50.7% 53.3% 55.0%

34.5% 37.0% 37.3% 37.2% 36.4% 36.1% 35.5% 33.7% 31.1% 29.5%

75歳以上人口比率 18.5% 19.8% 22.4% 24.2% 24.1% 23.3% 22.1% 21.9% 21.8% 20.3%

老年人口比率

総人口

総人口

年次

基準推計

総人口

年少人口比率

生産年齢人口比率

老年人口比率

シミュレー

ション１

シミュレー

ション２

年少人口比率

生産年齢人口比率

老年人口比率

年少人口比率

生産年齢人口比率



- 34 - 

４. 人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察 
◆将来人口推計（基準推計）による推計された 2060 年の人口（6,187 人、現況の 51.6％）

まで減少した場合に、地域の将来に与える影響を整理した。 
 
4-1. 地域経済に与える影響 

【人口減少により、地域経済の規模が縮小することが危惧】 

◆現状の生産性（1 人あたり総生産）が維持されると想定した場合、人口減少により 2060
年の町内総生産は現在の 50％程度にまで減少することが推計され、町内の経済規模が縮

小することが危惧されることから、就業率を高めていく必要がある。 
◆現状の経済規模を維持するためには、生産性を年間 1.5％ずつ高めることが必要となる。 
 ※なお、平成 18～23 年（5 年間）の生産性の伸びは－1.5％となっている。 

 

 

図 4-1-1 町内総生産の将来推計 

 

表 4-1-1 町内総生産の将来推計 
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【就業者数が減少と高齢化による産業の弱体化が危惧】 

◆年齢に対する就業率の現状が維持されると想定した場合、人口減少により 2060 年の就業

者数は現在の 50％程度にまで減少し、高齢化が進展することが推計される。 
◆主要産業である農業と製造業の就業者数についても、大幅な減少や農業就業者の更なる高

齢化が推計されることから、主要産業の弱体化が危惧される。 
 

  
図 4-1-2 就業人口の将来推計 

 

表 4-1-2 就業人口及び主要産業就業者の将来推計 
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4-2. 住民生活に与える影響 

【小売店舗の減少等の民間サービスの低下が危惧される】 

◆１店舗あたり人口の推移が継続すると想定した場合、人口減少により 2060 年の町内の小

売店舗数は、現在の 3 割（29 件）程度まで減少することが推計される。 
◆小売店舗に限らず、様々な民間施設についても同様の影響が生じることが想定されること

から、町民が利用可能な各種民間サービスが低下することが危惧される。 

 
図 4-2-1 町内小売店舗数の将来推計 

 

表 4-2-1 町内小売店舗数の将来推計 

 
出典：国勢調査、商業統計、経済センサス 

※実績値の人口は、国勢調査を基に推計 

※実績値の店舗あたり人口は、人口及び商店数の値を基に算出 

※推計値の店舗あたり人口は、実績値の推移が継続すると想定し推計 

※推計値の商店数は、将来の人口及び店舗あたり人口の推計値を基に算出 

 

 

【人口減少により地域社会の活動の停滞が危惧される】 

◆人口減少・高齢化の進展は、住民自治活動を行う人材の不足を生じさせ、地域の防犯・防

災活動、公民館などの地域施設の維持・管理活動、祭事等の活動など、様々な地域の活動

が停滞することが危惧される。 
  

14,90814,78214,315
13,804

13,188
12,507

11,98811,544
10,795

10,069
9,358

8,661
7,979

7,343
6,745

6,187

200

179174

154
144151

138
128

120

88 92
83

73
64

56 49 43 38 33 29
0

50

100

150

200

250

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

20
20

20
25

20
30

20
35

20
40

20
45

20
50

20
55

20
60

20
65

人口 小売店舗数

[人口：人] [商店数：店]

1982 1988 1991 1994 1997 1999 2002 2004 2007 2012

人口[人] 14,908 14,782 14,598 14,315 14,013 13,804 13,584 13,469 13,188 12,507

店舗あたり人口[人] 74.5 82.6 83.9 93.0 97.3 91.4 98.4 105.2 109.9 142.1

商店数[店] 200 179 174 154 144 151 138 128 120 88

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

人口[人] 11,988 11,544 10,795 10,069 9,358 8,661 7,979 7,343 6,745 6,187

店舗あたり人口[人] 129.6 139.0 148.4 157.8 167.2 176.6 186.0 195.4 204.8 214.3

商店数[店] 92 83 73 64 56 49 43 38 33 29

推
計
値

実
績
値

年次

年次

小売店舗数が３割に減少 

 



- 37 - 

  

※
三
大
都
市
圏
：
埼
玉
県
、
千
葉
県
、
東
京
都
、
神
奈
川
県
、
岐
阜
県
、
愛
知
県
、
三
重
県
、
京
都
府
、
大
阪
府
、
奈
良
県
、
兵
庫
県
 

出
典
：

国
土
交
通
省
 

図
4
-
2-
2
 
【
参
考
】
人
口
規
模
と
サ
ー
ビ
ス
施
設
の
立
地
（
三
大
都
市
圏
を
除
く
）
 

 



- 38 - 

4-3. 財政・行政サービスに与える影響 

【歳入の減少による財政悪化が危惧される】 

◆町税は年間 13 億円程度で歳入の 1/4～1/3 を占める重要な財源であるが、人口減少にとも

なう町内の経済規模縮小や生産年齢人口の減少によって、縮小することが考えられる。な

お、国全体の景況に大きく影響される。 
◆近年は義務的経費や維持補修費が増加する傾向にある中で、人口減少による歳入の減少に

より、財政の悪化が危惧される。 
【インフラの維持更新費やライフラインの運営費用負担の増加が危惧される】 

◆高度経済成長期に整備した公共施設やインフラが更新時期を迎えるなど、維持更新費の増

大が想定されるほか、人口減少により上下水道等のライフラインの運営費用の 1 人あたり

負担が増加するなど、行政サービスを維持するための費用負担の増加が危惧される。 
◆老年人口は早期にピークを越え減少に入ることから、扶助費等の歳出増加については比較

的限定的になると想定される。 
表 4-3-1 町の歳入状況 

 
出典：福島県勢要覧、財務課財政係資料 

表 4-3-2 町の歳出状況 

 
出典：決算カード、財務課財政係資料 
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186人
37.7%

97人
19.6%

211人
42.7%

結婚している（共働き）

結婚している（共働きでない）

結婚していない

有効回答数=494

５．人口の将来展望 
5-1. 将来展望にあたって参考となる調査等 

2015（平成 27）年に本町で実施したアンケート調査では、以下のような結果が得られている。 
 

表 5-1-1 アンケート概要 

 

 

（1）町民の結婚・出産・子育てに関する意識や希望 

1）結婚 

◆全体の約 40%が未婚であり、その中の約 75%が「すぐにでも結婚をしたい」「いずれは結

婚をしたい」と回答している。 
◆結婚していない・したくない理由は、「適当な相手にめぐり合わないから」が特に多く、

次いで「結婚するにはまだ若いから」「独身生活の方が気楽だから」が多い。また、「結婚

後の経済基盤を得るのが困難だから」「結婚資金がないから」といった経済面を不安視す

る回答も多くなっている。 
◆期待する結婚支援の施策としては「安定的な収入確保のための就職支援を実施する」「企

業等に働きかけて、男女ともに子育てがしやすい職場の環境整備を勧奨する」が多く、次

いで「住宅の斡旋や住居費の助成制度」「結婚したい男女の出会いの場づくり（街コン・

結婚活動イベント等）」が多い。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1-1 結婚の有無            図 5-1-2 結婚に対する意向 

 

 

 

  

項目 内容

調査目的

将来の人口増減に影響を及ぼす「定住・移住・結婚・出産・子育て・地域活性化」等に関

して、町民の意向を把握する。

調査は、内容が異なるタイプＡ、タイプＢの調査票で実施した。

調査月 2015（平成27）年7月

調査対象
2015（平成27）年6月1日現在、町内に在住の15歳（高校１年生）以上の中から、性別・年

代・居住地区を考慮のうえ、無作為に抽出した約2,000人。

タイプＡ：518票/1,102票（回収率47.0％）

タイプＢ：592票/1,105票（回収率53.6％）

タイプＡＢ合計：1,110票/2,207票（回収率50.3％）

回収率

(8月20日時点)

15人
7.5%

137人
68.8%

47人
23.6%

すぐにでも結婚をしたい

いずれは結婚をしたい

結婚をしたくない

有効回答数=199
未婚者の約 75%が「すぐにで

も結婚をしたい」「いずれは

結婚したい」と回答 

約 40%が未婚 
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図 5-1-3 結婚していない・したくない理由 

 

 

図 5-1-4 期待する結婚支援の施策 
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相手や親、周囲の同意を得られていないから

その他

0 20 40 60 80 100

有効回答数=235

[人]

148人

56人

105人

47人

154人

203人

59人

200人

56人

47人

76人

7人

結婚したい男女の出会いの場づくり（街コン・結婚活動イベント等）

結婚相談員を配置して、パートナー探しをきめ細かく支援する

他市町村と連携して、広域的な結婚支援事業を展開する

異性との付き合いが苦手な方を対象に、コミュニケーション講座を開催する

住宅の斡旋や住居費の助成制度

安定的な収入確保のための就職支援を実施する

企業等に働きかけて、労働時間短縮の普及に努める

企業等に働きかけて、男女ともに子育てがしやすい職場の環境整備を勧奨する

男性の家事・育児への参加を促すための取り組みや啓発を進める

学校教育を通じて、若い世代からの結婚や子育てに関する意義の啓発を進める

個人の問題なので、行政が支援策を実施する必要はない

その他

0 100 200 300 400

有効回答数=518

[人]

経済的支援・職場

環境向上に期待 

経済面を不安視 
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25人
7.7%

135人
41.7%

146人
45.1%

17人
5.2%

1人
0.3%

１人

２人

３人

４人

５人

平均

2.49人

有効回答数=324

2）出産・子育て 

◆自身に子どもがいる場合の平均的な子どもの人数は 2.00 人である一方、「現在よりも多く

の子どもが理想」と回答した場合の平均的な理想の子どもの人数は 2.49 人であり、合計

特殊出生率の人口置換水準である 2.1 を上回った。 
◆理想の子どもの人数を実現させることが人口減少の抑制につながると考えられる。 
◆希望通りの子どもを持ち、子育てをしていくために期待する施策として、「子育て期にお

ける経済的支援（教育費用や保育料の負担軽減措置の充実等）」が特に多く、次いで「妊

娠・出産時の経済的支援」と経済的支援に対する回答が多い。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平均値：「4人以上」の回答は「4人」として算出 

図 5-1-5 自身の子ども数       図 5-1-6 現在の自身の子ども数に対する考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1-7 理想の子ども数 

  

148人
37.6%

202人
51.3%

44人
11.2%

現在の子どもの人数が理想

現在よりも多くの子どもが欲しい

子どもはいなくてもいい

有効回答数=394

140人
34.8%

74人
18.4%

123人
30.6%

56人
13.9%

9人
2.2%

子どもはいない

１人

２人

３人

４人以上

有効回答数=402

平均

2.00人

約半数（未婚者含む）が「現在

よりも多くの子どもが欲し

い」と回答 

人口置換水準 2.1 を

上回る数値 

※人口置換水準：転入転出の無い状態で、人口が増加も減少もせず維持される、合計特殊

出生率の水準。理念的には「2.0」であるが、若年で死亡する人口等の分、

2.0 より多くなる。 
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図 5-1-8 希望通りの子どもを持ち、子育てをしていくために期待する施策 

  

193人

276人

54人

114人

143人

95人

105人

51人

93人

22人

48人

49人

61人

12人

妊娠・出産時の経済的支援

子育て期における経済的支援（教育費用や保育料の負担軽減措置の充実等）

子育てに関する相談窓口や情報交換の場の充実

延長保育の拡充等、保育サービスの充実

病気をした子どもを預かれる保育施設の整備

一時預かり保育の充実

公園や遊び場等、子どもが安心して遊べる環境の整備

若い世代の就労や技能訓練等を支援するサービスの充実

企業等に働きかけて、育児休業制度や短時間勤務制度等の普及・啓発

子育て・家事に関する家族等の協力意識の啓発

多子世帯への支援拡充

不妊治療・不育治療への助成制度

子育て世帯への住宅の斡旋や住居費の助成制度

その他

0 50 100 150 200 250 300

有効回答数=518

[人]

経済的支援に期待 
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66人

55人

31人

59人

37人

27人

9人

18人

22人

4人

3人

5人

16人

6人

169人

89人

13人

14人

住宅の条件（広さ、日当たり、静けさ）

家賃・住宅価格

働く場がある

通勤・通学時間

交通の利便性

日常的な買い物の利便性

医療・福祉の充実度

子育て環境の充実度

小中学校などの教育環境

公共施設の利便性（公民館、図書館、スポーツ施設等）

道路や下水道、公園など都市基盤の整備状況

治安・災害対策の充実度

気候のよさ・災害の少なさ

生まれ育ったところだから

配偶者が住んでいた、または、親族・知人が近くに住んでいる

自分や家族の家があるから（社宅、家族の持ち家、親との同居等）

地域や人の温かさ（優しさ、思いやり、親切心等）

その他

0 50 100 150 200

有効回答数=355

[人]

（2）町民の移住・定住に関する意向 

◆全体の約 85%が 10 年以上本町に居住している。 
◆全体の約 60%が町内出身であり、福島市、伊達市出身者がそれぞれ約 10%である。 
◆転入の際に重視したことは、「配偶者が住んでいた、または、親族・知人が近くに住んで

いる」ことが特に多く、次いで「自分や家族の家があるから（社宅、家族の持家、親との

同居等）」となっている。 
◆全体の約 85%が、本町に「ずっと住み続けたい」「条件が合えば住み続けたい」と回答し

ている。 
◆今後、町に期待する点は、「就業の場の確保（企業誘致の促進等）」が最も多く、次いで「商

工業振興施策の推進（中心商店街活性化、空き店舗対策等）」「公共交通機関の充実（自動

車を運転できない方に対する支援等）」「子育て支援の拡充（乳幼児保育の充実、経済的支

援等）」「地域福祉の充実（高齢者、障がい者支援等）」と続くことから、就業・福祉面の

拡充が必要であると考えられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1-9 本町での居住年数               図 5-1-10 出身地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1-11 転入の際に重視したこと 

51人
4.6%

30人
2.7%

63人
5.7%

955人
86.9%

～２年

３～４年

５～９年

10年～

有効回答数=1099

671人
61.3%113人

10.3%

101人
9.2%

50人
4.6%

73人
6.7%

86人
7.9%

町内出身

福島市出身

伊達市出身

国見町出身

その他の県内出身

県外出身

有効回答数=1094
約85%が10年以上

居住している 
約 60%が町内出身 
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図 5-1-12 本町での定住に対する意向 

 

図 5-1-13 今後、町に期待する施策 

  

118人
417人

100人
312人

123人
257人

132人
199人

252人
95人

73人
144人

129人
91人

137人
70人
70人

50人
45人

22人
133人

19人

住宅政策の推進（宅地造成、町営住宅等）

就業の場の確保（企業誘致の促進等）

農林振興施策の推進（有害鳥獣対策、担い手づくり、経営支援等）

商工業振興施策の推進（中心商店街活性化、空き店舗対策等）

地域振興・観光振興施策の推進（賑わいづくり、町のＰＲ等）

公共交通機関の充実（自動車を運転できない方に対する支援等）

保健衛生・地域医療の充実

地域福祉の充実（高齢者、障がい者支援等）

子育て支援の拡充（乳幼児保育の充実、経済的支援等）

小中学校の教育内容や教育環境の充実

スポーツ・文化活動の振興

道路交通網の整備（広域幹線道路、生活道路）

公園や緑地・広場の整備

災害に強い公共施設づくり・防犯・交通安全対策の推進

原発事故災害への対応（除染、除去土壌等の早期搬出、健康管理等）

自然環境との共生（環境保全・再生可能エネルギー活用等）

清潔に暮らす環境の整備（ごみ処理・生活排水等）

歴史・文化財の継承と活用

町民・地域との協働によるまちづくりの推進（地域活動への参加等）

男女共同参画社会の推進（男女平等意識の醸成等）

行財政改革の推進（職員の資質向上、効率的・効果的な行政運営等）

その他

0 100 200 300 400 500

有効回答数=1060

[人]

589人
54.1%355人

32.6%

145人
13.3%

ずっと住み続けたい

条件が合えば住み続けたい

いずれ、町外に転居したい

有効回答数=1089
約 85%がが「ずっと住み続けたい」「条

件が合えば住み続けたい」と回答 

就業・福祉面 

の活性化が必要 
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（3）町民（学生）の就職に関する意向 

◆学生の約 90%が「町内で働きたいが、働けそうな場がない」や「町内で働きたくない」

と回答している。 
◆町内で働きたくない理由は、「町内に希望する職種の企業等がない」が特に多く、次いで

「都会など、新しい土地で自分の可能性を広げたい」「実家を離れ、独立したい」となっ

ている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1-14 町内での就職に対する意向 

 

 

図 5-1-15 町内で働きたくない理由 

 

  

2人

28人

13人

19人

6人

3人

8人

6人

町内企業等の情報を知らない

町内に希望する職種の企業等がない

実家を離れ、独立したい

都会など、新しい土地で自分の可能性を広げたい

新しい友人・知人をつくりたい

地元への愛着がない

地元での生活に不満を感じている

その他

0 10 20 30

有効回答数=44

[人]

8人
8.6%

33人
35.5%52人

55.9%

町内で働きたいし、働けそうな場

がある

町内で働きたいが、働けそうな場

がない

町内で働きたくない

有効回答数=93
約 90%が「町内で働きたいが、働けそうな場所がない」

「町内で働きたくない」と回答 
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5-2. 目指すべき将来の方向 

桑折町では、自然減と社会減の両面から人口減少が進んでおり、このままの状態を維持すると、

2060 年には、人口が約半数まで減少することが推計されている。 

また、極度に人口が減少した場合、主要産業である農業や製造業の縮退など経済規模が縮小す

るほか、商業等の各種民間サービスや行政サービスの低下、住民負担の増大など、生活環境の悪

化が危惧される。 

そのため、出生率を徐々に高めることで人口構造を変えるとともに、転出者の抑制や転入者の

増加に継続的に取り組むことで、急激な人口減少に歯止めをかけ、地域社会の持続性を高めるこ

とが重要である。 

また、各種の対策を講じた場合にあっても、人口減少の傾向を急激に増加に転じさせることは

困難であることから、地域の生産性向上や減少する定住人口を交流人口の増大により補完する取

り組みについても展開することが重要である。 

 

（１）当面の人口減少に対応した経済基盤の強化（人口減少に負けない経済基盤づくり） 

◆これまでの人口減少により、主要産業である農業や製造業など、まちの産業基盤の弱体化

が進みつつあり、アンケート結果においても「就労の場」の確保が求められている。 
◆そのため、既存産業の強化や新たな産業の創出支援を行うことで、町の産業基盤を強化し、

定住促進に向けた環境形成を展開する。 
◆また、町内の人的・物的資源を活かし、交流人口を増加させることで、経済活動を活性化

させるとともに新たな「就労の場」の創出を促す。 
 

（２）社会増実現に向けた転出の抑制と転入の促進（戻りたくなる環境づくり） 

◆高校・大学進学時に転出し、就職時に転入しない状況を踏まえ、経済基盤の強化による「就

労の場」確保を進めるとともに、良質で安価な居住環境を整備するなど、若者の転入・定

住を促す取り組みを展開する。 
◆また、地域の愛着を高める取り組みを展開し、就職時や将来の U ターンを推進する。 
 

（３）自然増実現に向けた結婚・出産・子育て支援（希望を実現できる環境づくり） 

◆アンケートでは未婚者の約 75％が結婚を希望しているほか、理想の子どもの数は 2.49 人

を希望しており、これらの希望を実現することで、自然増となる人口構造への変化が可能

となる。 
◆そのため、結婚・出産・子育てを支援するとともに、仕事と家庭の両立を促す教育活動を

展開し、希望が実現できる社会の実現を図る。 
 

（４）安全安心な居住環境の構築（安心して住み続けられる環境づくり） 

◆アンケートでは約 85％の回答者が 10 年以上継続して居住しており、約 85％が住み続け

たいと回答しており、引き続き住みたいと感じる安全安心な居住環境の形成を図る。 
◆また、転出抑制・転入促進の推進や結婚・出産・子育て支援を行うためには、将来にわた

り安心して住み続けられる居住環境が必要不可欠であり、若者からお年寄りまで誰もが居

住可能な地域を創出する。 
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5-3. 人口の将来展望 
これまでの人口の現状分析や各種調査分析結果を踏まえつつ、本町の目指すべき将来の方向に

係る自然減少・社会減少対策を講じ、人口の将来展望として 2035 年（20 年後）に 10,000 人を維

持することを目指す。 
 

（1）人口の将来展望 

◆基準推計は、20 年後の 2035 年に 10,000 人を下回り、2060 年に約 6,200 人まで減少する。 
◆一方、将来展望は 2035 年で 10,000 人を維持し、2060 年では基準推計に対して約 2,000
人の人口抑制が見込まれ、約 8,100 人となった。 

 

図 5-3-1 将来展望及び基準推計の総人口 

 
表 5-3-1 将来展望及び基準推計の総人口 

 
 
 
  

11,988
11,043

10,058
9,165

8,443 8,148

11,988
10,795

9,358

7,979
6,745

6,187

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

将来展望 基準推計

[人]

[年]

[単位：人]

年次 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

将来展望 11,988 11,594 11,043 10,543 10,058 9,600 9,165 8,783 8,443 8,148

基準推計 11,988 11,544 10,795 10,069 9,358 8,661 7,979 7,343 6,745 6,187

2035 年で 10,000 人を維持 

2060 年で基準推計に対し、約 2,000 人の減少を抑制 
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  【仮定値の設定】 

◆町民アンケート結果に基づく希望出生率や国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」におけ

る国の目標等を踏まえ、合計特殊出生率及び移動率を以下のとおり設定した。 
・合計特殊出生率：2030 年に町民アンケート結果から計算された希望出生率（2.02）を達

成することを仮定。（出生数に換算すると、毎年 90 人前後の出生数と

なり、2014 年の出生数 82 人と比較すると、約 10 人増に相当する。） 
・社 会 増 減：東日本大震災の影響による転出超過が、2020 年までに解消すると仮定

する（2015～2020 年までの移動率は基準推計と同様とする） 
さらに、流出傾向にある年少人口及び生産年齢人口は、国の「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」に掲げられた、「2020 年に地方と東京圏

の転入出均衡（移動がゼロ）」を達成することを仮定するほか、流入傾

向にある老年人口は、当該傾向を将来も見込むことを仮定する（老年

人口の移動率は、基準推計と同様とする） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5-3-2 合計特殊出生率の仮定 

 

表 5-3-2 合計特殊出生率の仮定及び出生数 

 
 

表 5-3-3 社会増減の仮定 

 
※今回の試算においては、出生数等は 5年単位で算定している  

416 439 453 444 446 437 420 403 398

366 333
305 287 273 248

219 193 174

1.65 1.84 2.02 2.02 

1.45 1.43 1.43 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0 

100 

200 

300 

400 

500 

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

将来展望 基準推計 将来展望 基準推計
[年]

5年間の出生数[人] 合計特殊出生率

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

出生数[人] 416 439 453 444 446 437 420 403 398

合計特殊出生率 1.65 1.84

出生数[人] 366 333 305 287 273 248 219 193 174

合計特殊出生率 1.45

2.02

1.43
基準推計

将来展望

[単位：人]

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

将来展望 160 15 7 7 18 20 18 17 14

基準推計 160 -77 -72 -63 -50 -41 -39 -36 -34

合計特殊出生率＝
ある年齢の女性の出生数

ある年齢の女性の数
（これを 15 歳から 49 歳まで合計する） 

※合計特殊出生率：15 歳から 49 歳の各年齢ごとに、とある年の女性 1 人当たりの出生

率を求め、その出生率を合計したもの。つまり、1 人の女性が生涯

に産む子どもの数を表したもの。 
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（2）年齢 3区分別人口の将来展望 

◆年少人口比率は、出生率の上昇による効果により、基準推計に対し 2035 年で+3.5 ポイン

ト、2060 年で+5.6 ポイント増加する。 
◆生産年齢人口比率は、出生率の上昇及び人口移動の均衡による効果により、2035 年まで

基準推計と同水準で推移し、2060 年で+3.4 ポイント増加する。 
◆老年人口比率は、出生率の上昇及び人口移動の均衡による効果により、基準推計に対し

2035 年で-2.8 ポイント、2060 年で-9.0 ポイント減少する。 

 
図 5-3-3 将来展望及び基準推計の人口比率 

 

表 5-3-4 将来展望及び基準推計の人口比率 

 
  

11.3% 11.2%
13.3% 14.5% 15.0%
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50.8% 49.6% 48.8%

53.7%

38.0% 37.1% 36.7%

31.3%

9.9% 9.8% 10.0% 9.4%

51.2% 50.3%
48.0%

50.3%

34.5%
38.9% 39.9%
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2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

年少人口比率 生産年齢人口比率 老年人口比率

年少人口比率 生産年齢人口比率 老年人口比率

[年]

【将来展望】

【基準推計】

[単位：人]

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

総人口 11,988 11,594 11,043 10,543 10,058 9,600 9,165 8,783 8,443 8,148

1,355 1,259 1,236 1,308 1,335 1,343 1,326 1,303 1,259 1,221

(11.3%) (10.9%) (11.2%) (12.4%) (13.3%) (14.0%) (14.5%) (14.8%) (14.9%) (15.0%)

6,492 5,970 5,610 5,243 4,985 4,703 4,472 4,399 4,429 4,378

(54.2%) (51.5%) (50.8%) (49.7%) (49.6%) (49.0%) (48.8%) (50.1%) (52.5%) (53.7%)

4,141 4,366 4,197 3,992 3,737 3,554 3,367 3,081 2,755 2,549

(34.5%) (37.6%) (38.0%) (37.9%) (37.1%) (37.0%) (36.7%) (35.1%) (32.6%) (31.3%)

総人口 11,988 11,544 10,795 10,069 9,358 8,661 7,979 7,343 6,745 6,187

1,355 1,208 1,073 993 916 857 801 733 653 580

(11.3%) (10.5%) (9.9%) (9.9%) (9.8%) (9.9%) (10.0%) (10.0%) (9.7%) (9.4%)

6,492 5,970 5,525 5,084 4,708 4,258 3,829 3,558 3,377 3,112

(54.2%) (51.7%) (51.2%) (50.5%) (50.3%) (49.2%) (48.0%) (48.4%) (50.1%) (50.3%)

4,141 4,366 4,197 3,991 3,734 3,546 3,350 3,052 2,715 2,495

(34.5%) (37.8%) (38.9%) (39.6%) (39.9%) (40.9%) (42.0%) (41.6%) (40.2%) (40.3%)

基準

推計

　　老年人口

　　生産年齢人口

　　年少人口

　　老年人口

　　生産年齢人口

将来

展望

　　年少人口

-2.8 ポイント 

+3.5 ポイント +5.6 ポイント 

-9.0 ポイント 

+3.4 ポイント 
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（3）老年人口一人に対する生産年齢人口の将来展望 

◆老年人口一人に対する生産年齢人口は、基準推計に対し 2035 年で 1.26 が 1.33、2060 年

で 1.25 が 1.72 にそれぞれ増加する。 
 

 
図 5-3-4 将来展望及び基準推計の老年人口一人に対する生産年齢人口 

 

表 5-3-5 将来展望及び基準推計の老年人口一人に対する生産年齢人口 

 

 
 
 
 
 

1.57

1.34 1.33 1.33

1.72

1.32 1.26
1.14

1.25

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

将来展望 基準推計

[年]

[人]

[単位：人]

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

生産年齢人口 6,492 5,970 5,610 5,243 4,985 4,703 4,472 4,399 4,429 4,378

老年人口 4,141 4,366 4,197 3,992 3,737 3,554 3,367 3,081 2,755 2,549

老年人口一人に対する

生産年齢人口の数
1.57 1.37 1.34 1.31 1.33 1.32 1.33 1.43 1.61 1.72

生産年齢人口 6,492 5,970 5,525 5,084 4,708 4,258 3,829 3,558 3,377 3,112

老年人口 4,141 4,366 4,197 3,991 3,734 3,546 3,350 3,052 2,715 2,495

老年人口一人に対する

生産年齢人口の数
1.57 1.37 1.32 1.27 1.26 1.20 1.14 1.17 1.24 1.25

基準

推計

将来

展望

増加 

増加 


